
JICA食と農の協働プラットフォーム（JiPFA） 

地方創生分科会（第 3回）のご案内 

 
「東南アジア地域地方創生とODAとの連携の可能性に係る情報収集・確認調査」 

の結果報告について 
 
 
１．背景・目的  

2018 年 12 月 8 日、出入国管理及び難民認定法の一部改正にかかる法律が成立し、在留

資格「特定技能1号」、「特定技能2号」が創設され、農業分野を含む人手不足が深刻な産業

分野において外国人材の受け入れ進展が想定されます。継続的に外国人材を確保するには、

技能実習生の不適切な労務環境、人材確保における他国との競争激化、日本で習得した技能

が帰国後、母国の開発に活かされない等の課題への対応が必要となります。 
こうしたなか、JICAは「技能実習生等を送り出す開発途上国の農村」と「技能実習生等

を受け入れる日本の地域」 がともに持続的に発展（共存）するビジョンと具体的アプロー

チを提示する観点から、本分科会を設置しました。 
JICA は具体的アプローチを模索するため、2019 年 9 月から東南アジア 6 カ国を対象と

し、本調査（「東南アジア地域地方創生と ODA との連携の可能性に係る情報収集・確認調

査」、業務委託先：アイ・シー・ネット株式会社）を開始し、送出側、受入側双方における外

国人材（特に、技能実習）の課題を確認するとともに、日本で学んだ技能を帰国後に活用し

て、生活の向上や地域経済へ貢献する人材の「還流」を目指し、国内外の団体と協力・連携

を通じたパイロット事業の実施を通じ、今後国際協力として取り組むべき提言をとりまとめ

ました。 
今般、本調査の締めくくりとして、調査結果の報告会を開催します。報告会を通して、今

後の外国人材とODAの協働、農業振興のための技能実習制度の更なる活用について、関係

者で意見交換します。 
 

２．第 3回分科会の概要  
2021 年 7 月に調査が終了する「東南アジア地域地方創生と ODA との連携の可能性に係

る情報収集・確認調査」により確認された、外国人材の各国制度をとりまく状況と課題、還

流プロセスの仮説と検証、パイロット事業実施結果、及びODAによる支援の提言・提案に

ついての報告を行い、外国人材受入れの課題に対する貢献策とその方向性について、関係者

の方々と意見交換します。 
 
３．日時  
 2021 年7月7日（水）14：00～16：00（入室開始13：45～、実会議は90～100分程度

を想定） 
 
４．開催方法  
今回の分科会は、Teams 若しくは Zoom アプリケーションを用いたオンラインセミナー

形式で実施します。会議リンクは、参加者の方に後程お送りいたします。 
 
５．プログラム案  
（１）開会挨拶（5分） 
（２）調査結果報告（40分） 

（外国人材の各国制度をとりまく状況と課題、還流プロセスの仮説と検証、パイロット

事業の実施結果、ODAによる支援の具体的提案） 



（３）外国人材受入のドキュメンタリー上映（2本）（20分） 
（４）質疑応答（30分） 
（５）閉会挨拶（5分） 
 
６．参加お申込み方法  
農業分野を中心とした外国人材の受入れに関する課題と、その課題に資する JICAの取組

に関心のある方を広く対象としております。本分科会への参加をご希望で、JiPFAに登録さ

れていない皆様は、JiPFAへの会員登録をお願い致します。JiPFAのご登録はこちらをご覧

ください。 
2021年 7月 5日（月）までに、下記URLから参加申し込みフォームに必要事項（ご出席

者氏名、所属先、所属部署・役職、ご連絡先（電話番号及びメールアドレス））をご記載の

上、送信いただきますようお願いします。ご送信いただきますと、自動返信メールがご登録

いただいたメールアドレスに送信されます。オンライン会議のリンクはご登録いただいたメ

ールアドレスに後ほどお送りいたします。 
 
参加申し込みフォーム： 
https://forms.gle/ewbgnHaVL78n3V5s7  

 
 注意事項： 

 ご出席される方ごとに申し込みフォームへのご記入お願いいたします。 
 メールアドレスは記載ミスの無いようお願いします。自動返信メールがしばらくし

ても届かない場合、メールアドレスの記載ミスの可能性がございますので、再度ご記

入・提出お願いいたします。 
 頂いた個人情報は、本分科会に関するご連絡にのみ使用させて頂きます。 

 
 問題等ありましたら、下記担当者までご連絡お願いいたします。 

 
アイ・シー・ネット株式会社  
担当者名：池田 武（いけだ たけし）  
E-mail：ikeda.takeshi@icnet.co.jp 
 

 
７．本件照会先  
地方創生分科会事務局 
経済開発部農業・農村開発第一グループ  
篠﨑 祐介 E-mail：Shinozaki.Yusuke@jica.go.jp 

 
 
８．過去の開催実績（ご参考）  
日本の地方創生 
https://www.jica.go.jp/activities/issues/agricul/jipfa/revitalization.html 

 
以 上 


